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「平成２５年版土地白書」がこのほど閣議決定され公表された。当該白書は、「平成２４年度

土地に関する動向」と「平成２５年度土地に関する基本的施策」の２つに分かれている。地価・

土地取引等の動向について報告しているほか、地価下落の要因や不動産市場のグローバル化の動

向、少子高齢化が進む中での土地利用の方向性について分析している。概要は以下の通り。【地

価の動向】全国的に依然として下落傾向だが、下落率は縮小し、上昇・横ばいの地点も大幅に増

加する等一部回復傾向がみられる。住宅地は減税施策や需要の下支えもあり、下落率は縮小した。

オフィスの空室率は低下傾向にあり、商業地の地価も下げ止まっている。【【【【土地取引件数土地取引件数土地取引件数土地取引件数のののの推移推移推移推移】】】】

土地取引件数土地取引件数土地取引件数土地取引件数はははは１２０１２０１２０１２０．．．．４４４４万件万件万件万件（（（（前年比前年比前年比前年比６６６６．．．．００００％％％％増増増増））））となりとなりとなりとなり、、、、９９９９年年年年ぶりにぶりにぶりにぶりに増加増加増加増加にににに転転転転じたじたじたじた。【。【。【。【オフオフオフオフ

ィスィスィスィス市場市場市場市場のののの動向動向動向動向】】】】オフィスオフィスオフィスオフィス需要需要需要需要にににに改善傾向改善傾向改善傾向改善傾向がみられるがみられるがみられるがみられる。。。。空室率空室率空室率空室率はははは第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期にににに上昇上昇上昇上昇したがしたがしたがしたが改善傾改善傾改善傾改善傾

向向向向にあるにあるにあるにある【【【【住宅市場住宅市場住宅市場住宅市場のののの動向動向動向動向】】】】新設住宅着工戸数新設住宅着工戸数新設住宅着工戸数新設住宅着工戸数はははは８８２８８２８８２８８２，，，，７９７７９７７９７７９７戸戸戸戸（（（（前年比前年比前年比前年比５５５５．．．．８８８８％％％％増増増増））））となりとなりとなりとなり、、、、

３３３３年連続年連続年連続年連続のののの増加増加増加増加となったとなったとなったとなった。。。。マンション市場は第３四半期に一時マイナスになった 

ものの、概ねプラスで推移している。【被災地の動向】平成２５年地価公示では、 

各県とも下落率縮小となり、宮城県では横ばいおよび上昇となった。 

 
『新設法人、３年連続で増加 昨年１.２％増』 

東京商工リサーチの集計によると、２４年（暦年）に全国で設立された新設法人は１０万３,

０７４社で、前年比１.２％増加した。新設法人数は２１年にリーマン・ショックに端を発した

世界同時不況の影響で前年を下回ったが、２２年以降、これで３年連続で前年を上回ったことに

なる。地区別の増加率トップは被災地の東北で、復興への確かな足取りを示した。業種別の特徴

を見ると、原発事故を背景に再生可能エネルギー関連の法人が急増した。産業別では、サービス

業他が４万４,９１９社（構成比４３.６％）で最も多かった。前年比では、１０産業のうち５産

業で増加。増加率トップは農・林・漁・鉱業の２２.０％増。一方、減少率は、小売業が１５.７％

減で最も大きかった。業種別業種別業種別業種別ではではではでは、、、、前年比前年比前年比前年比でででで電気電気電気電気・・・・ガスガスガスガス・・・・熱供給熱供給熱供給熱供給・・・・水道業水道業水道業水道業がががが９０７９０７９０７９０７....３３３３％％％％増増増増（（（（８８８８

２２２２社社社社→→→→８２６８２６８２６８２６社社社社））））でででで著著著著しいしいしいしい増加増加増加増加をををを見見見見せたせたせたせた。。。。福島第一原発事故福島第一原発事故福島第一原発事故福島第一原発事故をををを受受受受けけけけ、、、、風力風力風力風力やややや太陽光太陽光太陽光太陽光などなどなどなど再生可能再生可能再生可能再生可能

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーによるによるによるによる発電発電発電発電をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした法人法人法人法人がががが多多多多くくくく設立設立設立設立されたされたされたされた。。。。またまたまたまた、、、、農農農農・・・・林林林林・・・・漁漁漁漁・・・・鉱業鉱業鉱業鉱業もももも２２２２２２２２....００００％％％％

増増増増とととと増勢増勢増勢増勢をををを示示示示したしたしたした。。。。一方一方一方一方、、、、減少減少減少減少したしたしたした主主主主なななな業種業種業種業種はははは、、、、建設業建設業建設業建設業、、、、宿泊業宿泊業宿泊業宿泊業、、、、印刷印刷印刷印刷・・・・同関連業同関連業同関連業同関連業などなどなどなど。。。。地区別

の前年比増加率では、東北が２４.９％増でトップ。復興需要に加えて、支援に関わる非営利団

体の設立も相次ぎ、法人設立を後押しした。 

 


